
日本語教育の体制整備を目指した
中長期的取組

～事業化のプロセスと取組設計～

令和元年８月１日（木）

文化庁国語課

日本語教育専門職 北村祐人

導入・演習の流れ



午後のプログラム内容

１．イントロダクション

（１）日本語教育の現状と課題意識

（２）事例を聞く前に

２．実践事例

（１）島根県の取組

（２）岡山県総社市の取組

３．実践活動アドバイザーからのコメント

４．演習
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１．イントロダクション

２



近年の日本語教育を取り巻く状況

１．近年の増加傾向

・過去５年間で約６０万人増加

２．改正入管法の改正

・在留資格「特定技能」の創設

３．外国人材受入れ・共生のための総合的対応策

４．日本語教育推進法

５

急速な
時代の変化



外国人に対する日本語教育の関係省庁・実施主体について

※２
●「永住者」771,568人
●「定住者」192,014人
●「日本人の配偶者等」142,381人等

●「特別永住者」
321,416人

就労を目的とし
て滞在する者

133万人

32万人35万人

●「技術・人文知識・
国際業務」
225,724人等
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※1 法務省「在留資格等別在留外国人数の推移」（平成30年末現在）の数値 ※２ ●：主な在留資格及び人数
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一定の身分・地位に基づき滞在する者

外国人に対する日本語教育については，様々な省庁・機関が，関連制度の運用や関連事業の実施を行っている。

文部科学省文化庁厚生労働省

【文化庁】 生活に必要な日本語教育

研
修
生

73万人

●「留学」 337,000人
●「技能実習」328,360人
●「特定活動」 62,956人

知識・技術の習得を目的とし
て滞在する者

外務省・
経済産業省

大学・専修学校・
日本語学校等

在留外国人数：約273万人※１
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○法務省は、入国管理政策の一環として、在留資格「留学」が認められる日本語教育機関の告示の制定や「技能実習」「特定技能」等に係る
受入れ要件を定めている。
○内閣官房には外国人労働者問題関係省庁連絡会議が置かれており、それぞれ日本語教育も含めた関連施策の取りまとめ等を行っている。

国
内

国
外

海外における日本語学習者数・・・約３６５万人※

※ （独）国際交流基金「2015年度海外日本語教育機関調査」の数値

外務省及び独立行政法人国際交流基金等

経済産業省

特定技能
＋３４万人

３



出典：文化庁文化審議会国語分科会
日本語教育小委員会（第12回）

４

目的別日本語学習の分類



・日本語教育の担当になったものの，どのように日本語教育
事業を立案したらいいか分かりません。

・周囲にどのように賛同を得ていけばいいのでしょうか。

・予算が付きにくいのですが，どのように事業化するので
しょうか。

・実際の日本語教育は誰がどのようにやっていくのでしょう
か。

６



日本語教育の体制整備を目指した
中長期的取組

～事業化のプロセスと取組設計～

どのように
立案していったのか

どのような取組を
立案していったのか

７



日本語教育の実施体制の６つのポイント

～日本語教育の実施機関・団体が外国人とつながる～

［ポイント１］

日本語教育の実施機関・団体が外国人とつながり，日本語学
習につなげる

～日本語学習の機会をつくる～

［ポイント２］

日本語教育の実施機関・団体が様々な機関・団体と連携・協
働して，日本語学習の機会をつくる

［ポイント３］

日本語教育の実施機関・団体が様々な機関・団体と連携・協
働して，日本語教育だけでなく，地域社会との接点を創る

８



～日本語学習の機会をつくる～

［ポイント４］

日本語教育の実施機関・団体が様々な機関と連携・協働して，日
本語教育だけでなく社会生活におけるニーズに対応する

～日本語教室を安定的に運営する，日本語教育の取組を

広げる～

［ポイント５］

複数の市区町村の連携や都道府県等の広域行政の協力・支援の
下，日本語教育を実施する

［ポイント６］

日本語教室を安定的に運営したり，日本語教育の取組を広げるた
め，日本語指導者やコーディネーター等人材を確保・配置する

９
出典：地域における日本語教育の推進に向けて
―地域における日本語教育の実施体制及び日本語教育に関する調査の共通利用項目についてー（報告）



【２．４ 日本語教育の実施体制のポイント】

●４４の事例の実施体制について，

「つながる」 「つくる」 「広げる」

の３つのキーワードと６のポイントで紹介。

４４
事例

つながる
つくる
広げる

６つの
ポイント

地域における日本語教育の推進に向けて
―地域における日本語教育の実施体制及び日本語教育
に関する調査の共通利用項目についてー【事例集】
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体制整備 ⇒ 国・都道府県・市町村の役割分担

主体 役割分担の内容

国 日本語教育の目標及び標準的な内容・方法，
体制整備の在り方，評価の方法等について
の指針…

都道府県 域内の実情に応じた日本語教育の体制整備，
内容等の検討・調整…

市町村 日本語教育の内容等の具体化，地域におけ
る指導者の養成…

日本語教育の推進に向けた基本的な考え方と論点の整理について（報告）
文化審議会国語分科会日本語教育小委員会

課題整理に関するワーキンググループ（平成２５年２月）
１１
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日本語教室立ち上げのプロセス（案）
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「生活者としての外国人」が日本語を使って相互理解を図り，社会の一員として地域で生活が送れるよう，地域日
本語教室が運営されます。地域日本語教育コーディネーターは，地域の行政機関・ＮＰＯ，コミュニティー等と連携し
て，各地域の特徴や学習者のニーズを把握して日本語教育プログラムを作ります。日本語教師は，日本語教育プロ
グラムを踏まえ，学習者に応じて日本語教育を実践します。日本語学習支援者がいる場合は，学習者に寄り添いな
がら学習を支援します。

【参考資料１０－１】 「生活者としての外国人」に対する日本語教育人材の連携の一例

日本語教師

学習者

地域日本語教育コーディネーター

地方公共団体

国際化
協会

地域コミュニティー
外国人コミュニティー

家族

通訳

日本語学習支援者

他の
日本語教室

大学

日本語教
育機関

日本語学習支援者

学習者 学習者

学習者

学習者

ＮＰＯ等

多文化共生
マネージャー

職場

学習者
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２．実践事例
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実践事例
• 島根県
島根県環境生活部文化国際課 岩﨑 靖さん

公益財団法人しまね国際センター

仙田 武司さん

• 岡山県総社市
岡山大学大学院社会文化科学研究科 中東 靖恵さん

• コメント
特定非営利活動法人多文化共生リソースセンター東海

土井 佳彦さん
１５



実践事例１【島根県】

［ポイント１］
外国人とつながり，
日本語学習につなげる

［ポイント２］
様々な機関・団体と連携・協働し
て，日本語学習の機会をつくる

［ポイント３］
様々な機関・団体と連携・協働して，
日本語教育だけでなく，地域社会と

の接点をつくる

［ポイント４］
様々な機関と連携・協働して，日本語
教育だけでなく社会生活における

ニーズに対応する

［ポイント５］
複数の市区町村の連携や都道府県
等の広域行政の協力・支援の下，

日本語教育を実施する

［ポイント６］
日本語教室を安定的に運営したり，
取組を広げるため，人材を確保・

配置する
６つの
ポイントに

焦点を当てて
聞いてみよう



実践事例２【総社市】

［ポイント１］
外国人とつながり，
日本語学習につなげる

［ポイント２］
様々な機関・団体と連携・協働し
て，日本語学習の機会をつくる

［ポイント３］
様々な機関・団体と連携・協働して，
日本語教育だけでなく，地域社会と

の接点をつくる

［ポイント４］
様々な機関と連携・協働して，日本語
教育だけでなく社会生活における

ニーズに対応する

［ポイント５］
複数の市区町村の連携や都道府県
等の広域行政の協力・支援の下，

日本語教育を実施する

［ポイント６］
日本語教室を安定的に運営したり，
取組を広げるため，人材を確保・

配置する



現状（課題認識）

①課題の発生要因

②解決策

③必要なリソース

目標（課題が解消された状態）
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現状（課題認識）

①課題の発生要因

②解決策

③必要なリソース

目標（課題が解消された状態）

日本語ボランティアの不足 日本語ボランティアの充足

・日本語教室の認知度が低い
・外国語ができないと活動参加できないと思われている

・市報やHP等で日本語教室のPRを充実させる
・だれでも気軽に参加できることを強調する
・一人１回300円程度の謝礼をつける

・市報やHPへの掲載記事（写真入り）
・ボランティア募集チラシ
・ボランティア活動謝礼 年５万円程度



地域名【 】

［ポイント１］
外国人とつながり，
日本語学習につなげる

［ポイント２］
様々な機関・団体と連携・協働し
て，日本語学習の機会をつくる

［ポイント３］
様々な機関・団体と連携・協働して，
日本語教育だけでなく，地域社会と

の接点をつくる

［ポイント４］
様々な機関と連携・協働して，日本語
教育だけでなく社会生活における

ニーズに対応する

［ポイント５］
複数の市区町村の連携や都道府県
等の広域行政の協力・支援の下，

日本語教育を実施する

［ポイント６］
日本語教室を安定的に運営したり，
取組を広げるため，人材を確保・

配置する自分の地域だと
どのような

取組ができるで
しょうか


